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ル演習によって威嚇し、中台関係は急速に冷却化した。1998 年には第 2 回辜汪





1 シンガポールで辜振甫 海基会理事長と汪道涵 海協会会長が会談した。 
2 中国観光中の台湾人24名が殺害されたが、中国政府が事情説明を渋ったため、李登輝総統は
同政府を非難した。 





1987年  （戒厳令解除、中国への親族訪問解禁。） 
1988年  中国：国務院台湾事務弁公室を設置。 
1990年 1月 台湾：行政院大陸委員会を設置。 
 9月 中台双方の赤十字、送還者に関する協議で合意。 
1991年 2月 台湾：国家統一綱領を制定、海峡交流基金会(海基会)設立。 
 11月 海基会・国務院台湾事務弁公室、海上犯罪処理を協議 (成果なし)。 
 12月 中国：海峡両岸関係協会(海協会)を設立。 
1992年 10月 海基会・海協会、公文書・証明書の取扱いを協議「九二共識」。 
1993年 4月 シンガポールで、第１回辜汪会談。 
1995年  江沢民総書記：江八点(1月) vs. 李登輝総統：李六条(4月)。 
 6月 李登輝総統：米国コーネル大学訪問。第２回辜汪会談、延期される。 
1998年 10月 上海にて、第２回辜汪会談。 























輸出 大陸地区物品管理弁法 1988年 
輸入 対大陸地区間接輸出貨品管理弁法 1990年 
投資 対大陸地区従事間接投資或技術合作管理弁法 1990年 
通郵 
(通信) 
郵便 中国→台湾 1979年開始 
台湾→中国 1989年開始 



































































































中国台北(Taipei, China) アジア開発銀行。中国への帰属を示す。 
 (出所) 各国際機構のウェブサイトおよび、林正義･葉國興･張端猛(1990)を参照。 
 
表５ 台湾のWTO加盟までの経過 
1948年 GATT発足、原加盟国となる 1992年GATTオブザーバーに 
(中華台北名義) 1950年 GATT脱退 
1961年 GATTオブザーバー参加 1995年WTO設立 
1971年 GATTオブザーバー資格喪失5 中国：WTOオブザーバーに 




















































































































































































2001年 1月 小三通実施。 
8月 「経済発展諮詢委員会会議 両岸組共識」(規制緩和の基本方針)を発表。 
11月 大陸投資「積極開放、有效管理」執行計画を発表。 
2002年 1月 WTO加盟。台湾政府、WTO加盟への対応策を発表。 
3月 中国での8インチ以下のシリコンウェハー加工工場建設 解禁。 
2003年 1月 香港経由上海行き(台湾・中華航空機)チャーター便を運行。 
8月 陳水扁総統：「両岸直航三段階」構想を発表。 















おいても台湾政府は FTA への関心を示している。だが ASEAN 諸国は中国の政
治的圧力に弱いため、台湾政府が FTA 締結を希望しても実現はあまり期待でき
ない。ただし、フィリピンだけは台湾との二国間 FTA に関する研究に合意して


































台湾と第三国との FTA に関して、中国は反対した(『国際商報』(北京), 2002
年6月22日)。本来、FTAは原則としてGATT/WTOメンバー間で締結できる。
つまり独立関税地域として加盟した台湾は、他の WTO 加盟国との FTA 締結が
可能なはずである。前述のように、中国は台湾のGATT/WTO加盟にもクレーム
を付けていたが、台湾と第三国のFTA締結への反対は、その繰り返しである。 




















































































































月)、キリバス(同年 11 月)、ドミニカ(2004 年 3 月)が承認切換つまり台湾との断
交を行っている。承認国の維持は引き続き、重要な外交課題である。 
さらに東アジア FTA 構想により、台湾は地域主義からの疎外にも直面してい






ることが望ましい。だが ASEAN+3 には、APEC と違い、米国のような強力な
台湾の支援者がいない。まず、ASEAN+3 に含まれる諸国との二国間 FTA を締
結して、支持者を増やすことが当面の課題である。台湾に好意的な国だけではな
く、タイや韓国など今後、中国の影響が強まっていく国とも粘り強い交渉が必要
であろう。台湾では日米台トライアングルFTA構想(2002年4月米商務省グラン
ト・オードナス次官との会見における陳水扁総統の発言)もある。米台・日台個別
のFTAは重要だが、日米FTAの締結は非現実的であり、トライアングルにはな
りえない。現実的な多国間FTAとして東アジアFTAへの対応も強化すべきであ
ろう。 
 
３．日本および諸外国に求められる対応 
 台湾承認は、現実的でない。だが中台の承認切換は、台湾が蒋介石という独裁
者による統治にあった時期に行われている。その時期の経緯がもたらした不利益
について、民主化後も台湾の国民が背負っていることも事実である。したがって
主権国家でない領域についても、民主的であれば、幅広い国際参加が可能な制度
を構築する必要があると思われる。経済社会分野については、他の国連専門機関
や地域機構においても、WTO と同様、台湾の参加を検討しても良いのではない
か。 
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